
e0001科学福島県の甲状腺検査結果の動き

本誌 2018年 9月号以降の甲状腺検査結果につ
いての動きをまとめた。9月号では，2018年 6
月 18日に開催された第 31回「県民健康調査」
検討委員会（以下，検討委員会）で公表された，2018
年 3月 31日時点での結果，および 2018年 7月
8日に開催された第 10回「県民健康調査」検討
委員会「甲状腺検査評価部会」（以下，甲状腺検査評価
部会）の模様について報告した。今回は，2018年
9月 5日に開催された第 32回検討委員会で公表
された，2018年 6月 30日時点での結果，およ
び 2018年 10月 29日に開催された第 11回甲状
腺検査評価部会での議論について報告する。

第32回「県民健康調査」検討委員会（2018年
9月 5日開催）より

甲状腺検査の結果

今回の検討委員会では，3巡目と 4巡目での
2018年 6月 30日時点での甲状腺検査結果が，甲
状腺検査部門長の志村浩己氏によって報告された。
1～3巡目の一次・二次検査の結果概要，悪性な
いし悪性疑いの人数・年齢・性分布，および各年
度の手術症例の人数などは，有益な参考資料 2
「甲状腺検査結果の状況」＊1にまとめられている。

3巡目では，一次検査受診率が前回よりわずか
0.3％増えて 64.6％となり，結果判定率は 5.8％
増えて 100.0％となった。3巡目の受診率は 1巡
目と 2巡目での受診率（それぞれ 81.7％と 71.0％）より

も低く，特に，検査年度 4月 1日時点での年齢
が 18歳以上の対象者の受診率は，前回より 0.5
％増えて 16.4％となったものの，かなり低いま
まである。二次検査対象者は前回より 115人増
えて 1482人となり，受診者数は 110人（2016年度

対象市町村で 17人，2017年度対象市町村で 93人）増えて
913人，受診率は 2.9％増しの 61.6％となった。
結果確定数は 2016年度対象市町村で 30人増え
て 547人（94.5％），2017年度対象市町村で 107人
増えて 279人（83.5％）と計 826人になり，全体的
な結果確定率は 90.5％だった。2016年度対象市
町村から 2人，2017年度対象市町村から 8人の
計 10人が新たに細胞診を受診し，2017年度対象
市町村から 3人（男性 1人，女性 2人）が，悪性ないし
悪性疑いと診断された。この 3人の事故当時年
齢は，男性が 9歳，女性が 10歳と 11歳で，3人
とも前回検査（2巡目）では B判定だった。手術症
例は，2例（2016・2017年度対象市町村から 1例ずつ）増え，
11例となった。
3巡目以降の二次検査実施状況は，市町村別で

はなく地域別でしか公表されなくなっている。
「別表 5 地域別二次検査実施状況」（資料 3-1）によ
ると，二次検査受診率は，避難区域等 13市町村
と中通りで前回とほぼ同じ 71％前後，浜通りと
会津地方ではそれぞれ前回より 8％と 15.8％増
えて 41.3％と 49.8％だったが，相変わらず 1巡
目（92.9％）と 2巡目（84.1％）のいずれよりも低い。
またこの「別表 5」によると，細胞診実施者 10
人中，6人が中通り，2人が浜通り，2人が会津
地方の住民であることがわかる。
4巡目の検査については，元々の計画では
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＊1―参考資料 2「甲状腺検査結果の状況」https://www.pref.
fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/287524.pdf
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2018年 5月 1日から開始されることになってい
たが，4月に試行的に大学での検査を行ったこと
や，一部の検査実施機関ではすでにその分の検査
が開始されていたことから，「2018年 4月から」
という表記に変わっている。4巡目の検査対象者
は，3巡目の 33万 6669人から 4万 2819人少な
い 29万 3850人となっているが，これは，25歳
時の節目検査の対象者（2018年度は 1993年生まれ，

2019年度は 1994年生まれ）が除外されているためであ
る。対象者数は，今後，このように検査回ごとに
減っていくことになる。
なお，25歳時節目検査の結果は，検査の実績
の数字も少なく，検査間隔もそれ以下の学年の 2
年間隔とは異なっていることから，同時に報告す
るのは非常に難しいという理由で別途報告されて
いるが，報告の頻度は半年ということで，今回は
掲載されていない。
4巡目は開始されたばかりであり，一次検査受

診者数は 1万 6362人で，受診率もまだ 5.6％で
ある。953人で結果が判定しており，A1判定が
308人（32.3％），A2判定が 637人（66.8％），B判定
が 8人（0.8％）だった。3巡目検査の結果と比較し
た表 4によると，B判定 8人中，6人が 3巡目を
受診し，うち 3人が A2判定，3人が B判定だっ
た。残りの 2人は 3巡目を受診していない。二
次検査は，2018年 6月 30日時点では，まだ実
施されていない。

他施設での手術症例数の訂正

今回の検討委員会では，「追加資料 手術の適応

症例について（訂正報告）」＊2で，2016年 3月末時点
での手術症例 132例（1巡目 102例，2巡目 30例）のう
ち，福島県立医科大学（福島医大）以外での手術症例
が 6例と報告されていたが，2015年には 7例と
報告されていたことについて，実際には 7例で
あることが報告された。
背景を説明すると，2015年 8月 31日に開催

された第 20回検討委員会で鈴木眞一氏が提出し
た資料「手術の適応症例について」＊3では，2015
年 3月 31日時点での手術症例 104例（1巡目 99例，

2巡目 5例）のうち，7例が他施設での手術症例とさ
れていた。しかし，2016年 9月末の国際専門家
会議で鈴木眞一氏が発表した臨床データでは，
132例中 6例が福島医大以外での手術例とされて
いた。この臨床データの日本語版は，2017年 11
月 30日に新メンバーで再開された第 8回甲状腺
検査評価部会で，「手術の適応症例について」＊4

として公表されていた。
福島医大の甲状腺・内分泌センター長である横
谷進氏の説明によると，2016年 3月 31時点で
の手術症例 132例のうち，福島医大での手術症
例が 126例だとされていたのは，実は 2016年 4
月に入ってからの手術例 1例が含まれていたた

表―2018年 6月 30日時点での結果（集計外結果は 2017年 6月 30日時点）

検査回 細胞診による悪性ないし
悪性疑い数 手術症例数 甲状腺がん確定数 甲状腺乳頭がん 甲状腺低分化がん その他の甲状腺がん

1巡目 116＊＊＊ 102＊＊＊ 101 100＊＊＊＊ 1＊＊＊＊ 0＊＊＊＊

2巡目 071＊＊＊ 052＊＊＊ 052 051＊＊＊＊ 0＊＊＊＊ 1＊＊＊＊

3巡目 015＊＊＊ 011＊＊＊ 011 011＊＊＊＊ 0＊＊＊＊ 0＊＊＊＊

集計外＊＊ 012＊＊＊ 012＊＊＊ 011 不明 不明 不明

合計 214＊＊＊ 177＊＊＊ 175 162＊＊＊＊ 1＊＊＊＊ 1＊＊＊＊

＊1巡目と集計外はそれぞれ，手術後に良性結節と診断された 1例を含む。
＊＊福島県立医科大学で手術が施行されたが，甲状腺検査結果の集計から漏れていた症例。
＊＊＊手術後に良性結節と診断された計 2例を含む。
＊＊＊＊集計外症例を除く。

＊2―「追加資料 手術の適応症例について（訂正報告）」（2018 年
9 月 5 日 に 公 表）http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/at 
tachment/287608.pdf
＊3―「手術の適応症例について」（2015 年 8 月31日に公表）https://
www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/129308.pdf
＊4―資料 3「手術の適応症例について」（2017 年 11 月 30 日に
公表）http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/ 
244314.pdf
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めであり，3月 31日時点での医大での手術症例
は 132例中 125例で，他施設での手術症例は
2015年から変わりなく 7例であるということだ
った。訂正資料では，スライド 3の数字を 2016
年 3月 31日時点のものとして調整し，医大での
手術例を 126例から 125例，うち甲状腺がん
124例と訂正し，スライド 4「福島県立医科大学
における甲状腺がん 125例の特徴」には，「2012
年 8月から 2016年 4月までの甲状腺がん手術症
例」という注釈が追加されている。
この 125例の特徴については，データが公表
された国際専門家会議の内容をまとめた英語書籍
『Thyroid Cancer and Nuclear Accidents』（山下俊一
＆ Gerry Thomas編集）にも収録されている。さいわい，
その書籍での内容は，上記の集計ミスに影響され
てはいないが，医療現場にいる鈴木眞一氏本人が，
国際会議での発表にあたり，データの整合性を確
認していなかったことは驚きである。

他施設での手術症例の把握について

横谷氏の訂正報告に引き続き，志村氏から口頭
で次のような追加発言があった。
「先ほどの報告に関連しまして，本学附属病院
以外の施設で手術が行われた症例数について補足
いたします。「県民健康調査」甲状腺検査で悪性
ないし悪性疑いとなった方のうち，手術症例数に
関しましては，第 19回検討委員会（平成 27年 5月）

から，甲状腺検査の結果，悪性ないし悪性疑いの
数とは切り離して，別表という形で報告しており
ます。手術症例数は本来，甲状腺検査の範囲内で
あり，診療情報でありますが，先行検査の頃は，
知り得た範囲の医大外の症例を含めて手術症例を
報告しており，医大施設以外の症例について 7
例が含まれておりますが，それ以降は含んでおり
ません。」
7例以降は含まれていないという理由は，次の

ようであった。
「先行検査の頃は，知り得た範囲において，施
設外症例も含んで報告しておりましたが，その後
の，研究倫理や個人情報保護に関する社会の考え

方の変化を反映しまして，情報の取得や公表に関
して，従来より厳格な運用をすべきとしまして，
診療情報の医療機関からの取得の可否，個人を特
定できる可能性のある情報の公開への特段の配慮，
適切な倫理審査などに関する慎重な検討を行って
きました。他施設の診療情報につきましては，得
られた情報の信頼性の確保が容易でなく，追跡の
仕組みも難しいことも，大きな問題と考えており
ます。本学の附属病院の情報を含めて，診療情報
は守秘義務を伴います。その取得と取り扱いは，
慎重にならざるを得ないという状況であります。
このようなことを背景としまして，甲状腺検査の
事業として，医大以外の手術症例を正確に把握す
ることは困難であることから，この 7例以降は，
施設外症例数を含んでおらないという状況でござ
います。」
他施設での症例数が最初に明らかにされたのは，
前述の鈴木眞一氏の 2015年資料においてである
が，それ以降この数字に変化がないのは，必ずし
も他施設での手術が行われてきていないからでは
なく，単に，福島医大が把握していないだけだと
いうことが判明したわけである。つまり，現時点
で悪性ないし悪性疑いとされた 202人中，手術
を受けていない 37人の中で，すでに他施設で手
術を受けて甲状腺がんと確定された人がいたとし
ても，その結果は公式発表には反映されないとい
うことになる。実際にそのような例があったかど
うかについては，これまでの検討委員会でも評価
部会でも報告されていない。
しかしながら，2018年 11月 29日に『JAMA 

Otolaryngology―Head and Neck Surgery』に掲
載された福島医大の 1巡目と 2巡目の結果につ
いての論文（“Incidence of Thyroid Cancer Among Children 

and Young Adults in Fukushima, Japan, Screened With 2 Rounds 

of Ultrasonography Within 5 Years of the 2011 Fukushima Dai-

ichi Nuclear Power Station Accident”（2011年の福島第一原子力

発電所事故から最初の 5年間に日本の福島の小児と若年成人に

おいて 2回の超音波スクリーニングで見つかった甲状腺がんの

発症率））＊5の末尾の Limitations（制限事項）に含まれ
る，「最終病理診断は，手術を受けた 152人の患



e0004 KAGAKU Feb. 2019  Vol.89  No.2

者では得られたが，手術を受けていない，あるい
は手術報告書が得られなかった悪性ないし悪性疑
い 35人では得られなかった。」（筆者訳）という記述
からは，手術を受けていない人数の中に他施設で
の手術症例が含まれる可能性が高いことが示唆さ
れる。

その他の議論

甲状腺検査評価部会長の鈴木元氏から，2018
年 7月 8日に開催された第 10回甲状腺検査評価
部会での議論の詳細な報告がされた。その中で，
「甲状腺検査集計外症例の調査結果の速報」によ
り，県民健康調査で把握されずに甲状腺がんと診
断されている人がいる可能性がはっきりしたこと
に言及し，放射線の影響の有無についての議論を
していくには，がん登録も利用して全体像を把握
していく必要性があると述べた。また，1巡目と
2巡目の結果を比率の棒グラフで比較した福島医
大の資料に関し，比率ではなく実際の数字を見な
いとわからないので，生データを，必要であれば
非公開で提供してほしいとの複数の声が部会員か
ら上がったことにも言及した。
環境省の梅田珠美委員は，甲状腺がんの全体像
の把握と透明性の担保の必要性について述べ，他
施設での手術症例が把握されていないことに関し，
単に把握が難しいからやめるのではなく，手術情
報を取得するための倫理的な手続きや同意をきち
んと取ったり，甲状腺サポート事業やがん登録な
どのデータも組み合わせて全体像を把握するとい
うような工夫をしていかないと，評価部会の評価
の信頼度や甲状腺検査そのものの信頼度が疑われ
てしまうと発言した。
鈴木氏は，がん登録のデータはアップデートさ
れる時期が少しずれているため，がん登録でアッ
プデートされている時点までで検査の方で見つか
っているものとの照合をやっていかないと，どの
ぐらい漏れがあるか見えないという問題があるこ

とに言及した。また，二次検査から保険診療での
経過観察に回った人が次回の甲状腺検査を本当に
受けているかどうかということは重要であると述
べた。
大阪大学の髙野徹委員は，「検査の受診率が下

がっているというのは，検査の本質がわかってき
て受けたくないという方が増えているのではない
かということで，自分は非常にいいことだと解釈
している。しかし，県民健康調査の外で甲状腺検
査を受けた手術患者が増えることは，社会不安を
呼び起こしかねない問題となる。その対策として，
どこの国でも過剰診断の症例数と超音波検査の実
施数は見事に相関しているので，県内の頸部超音
波検査の実施数を把握するシステムを構築すれば，
超音波検査の実施数だけ見て，他県よりも多かっ
たら過剰診断だということが明確に解釈でき
る。」と述べた。
国立環境研究所の春日文子委員から，前回に引
き続き，悪性ないし悪性疑い症例の腫瘍径の分布
や転移のような臨床情報を可能な形で提供してほ
しいという要望が表明された。志村氏は，甲状腺
検査の範囲では転移までのデータは持ち合わせて
おらず，診療データは評価部会で限定的に開示さ
れている旨，返答した。それに対し，春日委員は，
前回，腫瘍径の分布の公表を要望した際に，志村
氏が次回に間に合うかどうかわからないが検討す
ると答えたことに言及し，自分は評価部会ではな
く検討委員会に報告されると理解したし，議事録
にもそのように書かれているので，この検討委員
会の継続性をぜひ重視してほしいと発言した。さ
らに，個人情報を外した形での詳細な病理的な分
析が評価部会で行われると理解していたが，まだ
そのような議論はなかったようなので，次回以降，
そのような形での分析をしてほしいと述べた。ま
た，県民健康調査の外で見つかってきている事例
について，いろいろな形で集計を取って統合して
いただきたいという，前回の発言を繰り返した。
がん登録の今年度のデータ，サポート事業での相
談例とその件数などを，なるべく早く検討委員会
にもわかる形で出し，どこでどれだけ漏れが起こ

＊5―https://jamanetwork.com/journals/jamaotolaryngology/
fullarticle/2716821
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り得るのか，どこで何人つかまったのかというこ
とを調べ，議論できるようにしてほしいと要望し
た。最後に，「問題は数だけではなく，検査を受
ける子どもたちやその親御さんが，県内では他の
お子さんはどういう診断を受けているのかを知る
こと，また知るすべを議論することが，この検討
委員会の本当の目的なので，そこに一歩でも近づ
くような情報をぜひ提供していただきたい」と述
べた。
一方，広島大学の稲葉俊哉委員は，「検査から

外れた漏れの症例と検査で見つかった症例は，そ
もそもの前提として，見つかったルートがまった
く違うので，単純に足すことは意味がない上，混
乱する。それを理解した上で漏れを調べるべきで
あるという発言なのかについて，非常に不安にな
る。そもそも論として，この検討委員会というの
が，そういう全体像を見る使命を帯びているのか
疑問であるが，自分は疫学の専門家ではないので，
小笹委員にお聞きしたい。」 と述べた。稲葉委員
は，検討委員会は県民健康調査をどうすべきかと
いうことについて責任を負っていると思うが，福
島県でなぜ甲状腺がんが起きたかということにつ
いての責任は負っていないと思うので，漏れの症
例まで一例一例調べて出すべきだという意見が理
解できないということだった。
放射線影響研究所の疫学部長の小笹晃太郎委員
の返答は，次のように要約される。

「稲葉先生のご質問は，スクリーニングを何の
目的で行うかということ，そのスクリーニングの
間で出てきた，いわゆるインターバルケースの意
義づけの 2つに集約されると思う。
そもそも，この甲状腺のスクリーニングに関し
ては，この原発事故に関連して福島県で本当に甲
状腺がんが増えるかどうかということを，きちん
と検証しなければならないということで開始され
たと認識している。なので，他の，早期がんを発
見するためのいわゆるプログラムスクリーニング
とか，あるいは人間ドックでスクリーニングして
早く見つかってよかったというようなスクリーニ

ングとは，また違う意味合いで行われていると認
識している。
したがって，それゆえに倫理的負担が非常に大
きくなるが，先ほどから議論されているように，
倫理的措置をきちんと取り，事後のケアもきちん
としなければならない。
それで，そもそも，福島県で原発事故による甲
状腺がんが増えるかどうかということを，きちん
と見なければいけないということが目的なので，
この福島県における甲状腺がんの動向をきちんと
見なければならないというのは，当然のことであ
ろうと思う。
福島県での甲状腺がんの全体像を見るべきかと
いうと，それは当然見るべきである。検診間で発
見されたがん（インターバルケース）も当然，評価して
いくべきである。発見経緯の違いというものは，
評価する時に考慮しなければならないことではあ
るが，肺がん検診や胃がん検診のような通常のプ
ログラムスクリーニングでも，インターバルケー
スはきちんと評価していくことになっている。先
ほど，鈴木部会長や梅田委員がおっしゃったよう
に，全体像として把握していく必要があるといこ
とは，まさにそのとおりであると考えている。」

臨床心理士の成井香苗委員は，前回の記者会見
で，検討委員会で何を検討するのかということを
どうやって決めるのかという質問が出た際に，い
ろいろなことを取り上げて話し合っていく，と星
北斗座長が返答したことに対して，送られてきた
申し入れ書などが取り上げられていなかったので
はないかという指摘があったことに触れ，今回，
検討委員会と評価部会宛に「放射線被ばくを学習
する会」から申し入れ書が届いており，自分の元
にも届いたが，この申し入れ書の扱いについて議
論しなくていいのか？ と質問した。福島県の県
民健康調査課の鈴木陽一課長によると，直接委員
らに届いているものと県に届いているものがあり，
県に届いたものについては，基本的に，検討委員
会の 1週間前までに県に届いておれば各委員に
送られるということだった。星座長は，まずは委
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員らに回付して読んでいただくのがスタートで，
必要であれば検討することになるが，届いたもの
について，いちいち検討するかどうかということ
について議論するということにはなっておらず，
ただ議論の参考にしてもらうということだった。
記者会見では，前述の「甲状腺検査集計外症例
の調査結果の速報」の確定版および更新の有無に
ついて，OurPlanet-TVの白石草氏から質問があ
り，実質，「速報」が最終版とみなされており，
2017年 6月 30日以降の集計外症例を把握する
意図も予定もないことが明らかになった。
また，記者会見では，2018年 7月 8日に開催

された評価部会における髙野委員（髙野氏は委員と部
会員を兼任）の発言の件＊6（本誌 2018年 9月号参照）で，
髙野委員が委員として不適任ではないかという指
摘が出された。星座長の返答は，「委員の適性に
ついては，基本的に各団体にお願いして推薦いた
だいているという方ですので，少なくとも私とし
ては適任と理解しておりますので，個別の内容に
ついてはお答えしかねます」という，それ以上の
議論や対応を切り捨てるようなものだった。

第11回「県民健康調査」検討委員会「甲状
腺検査評価部会」（2018年 10月 29日開催）より

2018年 10月 29日に，第 11回甲状腺検査評
価部会が開催された。福島医大による 2巡目検
査の結果の解析結果，甲状腺検査の説明や同意書
に関するこれまでの部会員意見の集約，学校にお
ける甲状腺検査開始の経緯，甲状腺検査の実施体
制や検査方法の問題点と改善案などが，資料とし
て配布された。

2巡目の検査結果について

前回の評価部会で福島医大が出した資料は，二
次検査対象者数，結節，B・C判定，細胞診受診
者，悪性ないし悪性疑い者などの「割合」を 1
巡目と 2巡目それぞれで算出し，5つの年齢群（4

歳以下，5～9歳，10～14歳，15～19歳，20際以上）ごとに
棒グラフ化したものだったが，割合だけ出されて
もよくわからないという意見が部会員の多数を占
めた。
今回の「資料 1 本格検査（検査 2回目）結果につい
て」は，その意見に対応したもののようで，いろ
いろな要因が発見率に影響していくということを
踏まえ，2017年 6月 30日時点のデータを用い，
1巡目と 2巡目の両方を受診した人のみを対象と
し，検討の素材となるデータがいろいろな形で提
出されたものである。各受診者の 1巡目の一次
検査受診日と 2巡目の一次検査受診日の間の年
数を検査間隔とし，各分類群（年齢群，地域別，1巡目

の一次検査受診年度等）ごとに平均検査間隔が算出さ
れている。
また，「参考資料 1 甲状腺検査先行検査と本格

検査（検査 2回目）の実施結果について（過去の資料）」
には，第 9回（2018年 1月 26日開催）および第 10回
（2018年 7月 8日開催）評価部会の資料から，1巡目と
2巡目の結果を比較したデータと，1巡目と 2巡
目それぞれの B・C判定者と悪性ないし悪性疑い
者の割合の地域別分類データがまとめられている。

「資料 1 本格検査（検査 2回目）結果について」の説明

表 1は 2巡目の結果（一次検査の受診者数，二次検査の
受診者数（B判定数），B判定率，細胞診実施数・率，悪性ない

し悪性疑い数・率）を前回の資料と同じ 5段階の年齢
群で分類したものである。B判定率（0.02％，0.12％，

0.63％，1.54％，2.94％）と悪性ないし悪性疑い率＊7（0.0

％，0.029％，0.194％，0.53％，1.147％）は年齢に依存し
て上昇する傾向がみられ，細胞診実施率（0.0％，2.9

％，11.4％，12.6％，9.9％）は，10～19歳で最大となり，

＊6―髙野徹部会員が，「20 歳未満の甲状腺がんの予後という
のは，他の臓器のがんに比較してきわめて良好な予後を示す成
人の甲状腺がんと比較してもさらに良好でありまして，ほぼ一
生涯にわたる長期経過を観察したデータでも，がん死する率と
いうのは 1％〜2％ の間にほぼおさまっています。」と口頭説明
したが，吉田明部会員が紹介した 3 文献での追跡期間は最長で
も 35 年ほどであるため「ほぼ一生涯」に相当するとは言えず，
記者会見で「ほぼ一生涯にわたる」データを示す文献の提示を
求められても，まともな答えを返せなかった件。

＊7―資料 1 で示されているのは，厳密には，二次検査受診者
に対する悪性ないし悪性疑い者数（10 万人対人）であるので，

「率」とするために ％ に変換してある。
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20歳以上でやや低下していた。
表 2では，表 1のデータがさらに 3つの検査
間隔（2年未満，2年以上・2.5年未満，2.5年以上）で分類さ
れている。全年齢では，B判定率（0.82％，0.78％，

1.21％）は，2.5年以上の群で他群に比較してやや
高く，細胞診実施率（8.5％，12.3％，13.0％）と悪性な
いし悪性疑い者率（0.140％，0.292％，0.642％）は，検
査間隔が長いほど高くなる傾向がみられた。年齢
群別でみると，10歳以上においては同様の傾向
がみられるが，母集団が少ない群もあり，ばらつ
きがみられる。
表 3では，表 1のデータに，平均年齢，2巡目
の B判定のうち 1巡目でも B判定だった人数と
割合，1巡目 B判定か B判定以外（＝A判定）での 2
巡目での細胞診実施率を加えたデータが，4地域
（避難区域等 13市町村，中通り，浜通り，会津地方）で分類
されている。2巡目 B判定率は，避難区域等が最
も高く（1.03％），会津地方が最も低い数値（0.80％）を
示していた。細胞診実施率（13.5％，12.9％，7.8％，5.4

％）と悪性ないし悪性疑い率（0.531％，0.277％，0.216％，

0.144％）は，避難区域等が最も高く，次いで，中
通り，浜通り，会津地方の順で下がってきていた。
2巡目 B判定者のうち 1巡目 B判定だった対象
者の割合（21.0％，34.4％，42.5％，49.8％）は，避難区域
等が最も低く，中通り，浜通り，会津地方の順に
高くなっていく傾向があった。
細胞診実施者のうち，1巡目が B判定以外（＝A

判定）だった対象者の割合（13.5％，11.8％，3.2％，3.0％）

は，避難区域等が最も高く，ついで，中通り，浜
通り，会津地方の順に低くなっていた。ゆえに，
避難地域等や中通りでは，2巡目で二次検査を受
診した人は，1巡目で A判定だった人が多く，
細胞診受診者も 1巡目で A判定だった人が多か
ったことがわかった。志村氏の補足説明によると，
2巡目で細胞診をした人は，避難区域等ではすべ
て 1巡目で A判定だった人で，会津地方では 1
巡目で B判定だった人の比率がだんだん高くな
ってきており，1巡目の結果の過程が 2巡目の細
胞診の実施率にも影響しているのではないかと読
み取れるということだった。特に，避難区域等で

の細胞診受診者すべてが 1巡目で A判定だった
ことは，「参考資料 1」の 7ページ目に示されて
いる 2011年度の細胞診実施率の高さ（64.3％）と関
連していると思われる。
平均検査間隔（2.48年，2.07年，2.18年，1.86年）は避
難区域等で最も長く，会津地方で最も短かったが，
1巡目の一次検査が最初に避難区域等，最後に会
津地方で実施されたことと関連していると思われ
る。
表 4では，2巡目の検査結果が，1巡目一次検

査の受診年度別（例外はあるが，原則的には，避難区域等は
2011年度，中通りは 2012年度，浜通りと会津地方は 2013年

度）に 3分類されており，表 3の 4地域別のデー
タと同様の傾向がみられる。悪性ないし悪性疑い
率（0.546％，0.298％，0.199％）は 1巡目実施年度で
2011年度が最も高く，2012年度，2013年度の
順に下がっていた。2巡目の B判定率，二次検査
受診率は，1巡目実施年度で 2011年度（それぞれ
1.05％，85.7％）が最も高くなっていた。
一方，2巡目 B判定中の 1巡目 B判定者割合

（19.5％，32.0％，44.9％）は，1巡目実施年度で 2011
年度が最も低く，2013年度が最も高くなってい
たが，これは，5.1～10.0 mmの小さい結節の発
見率が 1巡目では地域差がある＊8ことが影響して
いる可能性がある。細胞診実施者のうち 1巡目
が B判定以外，すなわち A判定だった対象者の
割合（12.9％，12.7％，5.3％）は，1巡目実施年度で
2011年度が最も高く，次いで 2012年度，2013
年度の順になっていた。平均検査間隔（2.56年，2.12

年，2.02年）は，2011年度が最も長く，2012年度，
2013年度の順で短くなっていた。
表 4の参考として，1巡目を 2011～3年度に
受診した 29万 5416人の検査結果を実施年度別
にまとめた表も記載されている。1巡目の一次検
査（受診者数 30万 472人）は，2014年 4月 1日に 2巡
目が開始されてからも並行して継続され，実質終

＊8―第 10 回甲状腺検査評価部会（2018 年 7 月 8 日）の「資料 2   
甲状腺検査先行検査と本格検査（検査 2 回目）の実施結果につい
て」の「2. 結節の割合：一次検査結果判定者数に占める結節
5.1 mm 以上の方の割合（一次検査時の年齢階級別）」を参照。
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了したのが 2015年 4月 30日とされているが，
その 13カ月間に 1巡目の一次検査を受けたのが
5056人であることが，この表からわかる。
表 5は，表 4のデータを，2巡目検査受診年度
別にさらに分けて分類したものだが，1巡目
2011年度かつ 2巡目 2015年度の群は母集団が
2478人と非常に少なくなっており，結果の信頼
性があまり高くないと思われる。参考として，各
群の最下欄に，4地域別の受診者数の構成が示さ
れている。1巡目 2011年度かつ 2巡目 2014年
度（2.45年）と 1巡目 2012年度かつ 2巡目 2015年
度（2.83年）の 2群と，1巡目 2012年度かつ 2巡目
2014年度（2.08年）と 1巡目 2013年度かつ 2巡目
2015年度（2.06年）の 2群では，平均検査間隔が類
似しており，これらの群では，悪性ないし悪性疑
い率もある程度類似（0.559％ と 0.648％，0.269％ と

0.180％）していた。
最後のページの参考の表は，1巡目と 2巡目で

悪性ないし悪性疑いと診断されたすべての対象者
の細胞診の結果（「先行検査結果概要（2016年度追補版）」の

表 4と「本格検査（検査 2回目）結果概要〈確定版〉」の表 6）が，
4地域別に再集計されたものである。「参考資料
1」に，細胞診の結果が年齢階級別（14歳以下，15～

19歳，20歳以上）に分類された表があるが，細胞診
の結果が地域別に出されたのは，今回が初めてで
ある。

「資料 1 本格検査（検査 2回目）結果について」に関する

議論

表 2で検査間隔が長いほど悪性ないし悪性疑
い率が高いと示されていることに関し，国立がん
研究所の片野田耕太部会員は，検査の仕組み上，
避難区域等では，1巡目が 2011年度，2巡目が
2014年度に実施されたために検査間隔が一番長
いことを考えると，地域別の分析というのは非常
に難しいのではないかという印象を受けたと発言
した。
大阪大学の祖父江友孝部会員から，表 3の地

域別データで，悪性ないし悪性疑い率が避難区域
等で高いことに関し，どうしても線量との関係を

考えがちだが，そのことを考える以前に，地域に
よって検査の実施速度がかなり異なり，特に，検
査間隔や，1巡目における一次検査の判定結果や
その基準，細胞診実施度割合とその基準，あるい
は一次検査と二次検査の受診率などが地域によっ
て違うので，そのことが大きく発見率に影響して
おり，その因子をきちんと考慮できないと，地域
ごとの悪性ないし悪性疑い割合というものを正し
く解釈するのは難しいという補足がされた。
2巡目の B判定率がなぜ 1巡目一次検査の実
施年度によって変わったのかについては，参考資
料 1にヒントがあるのではないかと鈴木元部会
長が提案した。参考資料 1の 4ページ目に，
2011年度実施対象市町村での結節（B判定）の割合
が 1巡目は低めで 2巡目は高めであると示され
ているが，前回の説明では，「2011年度における
検査は，非常に限られた検査者が，混乱の中，多
数の対象者の検査を担当しなければならない状況
だったため，結節の発見率はやや低くなっており，
特に 5.1～10.0 mmの結節の発見率が，1巡目の
2011年度ではやや低く，2巡目の 2014年度では，
その分を補って発見しているという可能性が示唆
される」とのことだった。
また，表 4とその参考の表に関し，祖父江部
会員が，2巡目 B判定中の 1巡目 B判定者率が
2011年度で低めであるということと，1巡目 B
＋C判定率が 2011年度では低めであるというこ
とが連動していることを指摘し，1巡目の結果が
2巡目の結果に影響しているということは，2巡
目だけを切り出して解析するのはかなり危険であ
るということを考えながら集計をしていくことが
重要であると述べた。
最終ページの，細胞診の結果を 4地域別に再
集計した表では，2巡目での平均腫瘍径が，避難
区域等 13市町村と中通りではいずれも 10 mm
未満である一方，浜通りと会津地方では大きめで
あることについて，鈴木部会長は，年度によって
住民の不安感や病院のスタッフの熟練度などが微
妙に変わって，人為的な要素が入ってしまってい
るのではないかと取れると発言した。さらに鈴木
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部会長は，初年度で甘めだった B判定の判断基
準がそれ以降で変わっていて，2巡目の時は 1巡
目で A判定だった人の中から B判定が多く見つ
かったため，より細胞診に行きやすいというよう
な流れがあり，それが，実際に細胞診が実施され
ている腫瘍径が 2巡目の 1年目は小さめになっ
ていることと微妙に絡み合い，しかも年度と地域
がリンクしてきているので，解析が非常に難しい
ということだろうと思うとまとめた。そのような
問題点を確認した上で，どのように線量を取り入
れていくかの議論に進みたいということだった。
片野田部会員からは，1巡目の B判定率が実施

年度により異なることについて，超音波画像の再
読影で同じ結果が得られるかをみるなど，定量的
に示せないのかという打診があった。志村氏は，
1巡目の B判定に関しては，得られた画像の範囲
内で判定しているので，これから見直した所で判
定は変わらないと思うと返答した。動画として残
っているものだけでやるのはどうかと片野田部会
員が提案したところ，ほとんど多くの，所見がな
い場合や小さいのう胞だけの場合は，静止画のみ
を撮ることになっていると志村氏は答えた。片野
田部会員は，線量なり個人単位のものであれば個
人単位の調整ができるが，検査そのものに何らか
の要因がある場合は個人単位で調整ができないの
で，解析の時に，より詳細なデータが必要になる
ため，今の参考資料 1より，もう少し詳しい大
きさの分布を全部示してほしいと発言した。それ
を受け，鈴木部会長も腫瘍径の分布を出してほし
いと要望した。

線量評価について

鈴木部会長の提案としては，今のところ，公的
に使えるのは UNSCEAR（United Nations Scientific 

Committee on the Effects of Atomic Radiation，原子放射線の影

響に関する国連科学委員会）の甲状腺吸収線量推計値（市
町村別，成人，10歳児，1歳児の年齢別）＊9しかないため，
それぞれの地域の線量推計値を入れて解析すると

いうような方向でまず引き出していきたいという
ことだった。理想は個人線量に戻っていくことで
あり，環境省の放射線の健康影響に係る研究調査
事業の一環として鈴木部会長が関わっている「事
故後の住民の被ばく線量の包括的な把握に関する
研究」＊10では，いずれは，代表的な行動パターン
がそれぞれの市町村で何パーセントという感じに
もっていけそうである，しかしまだそれは評価部
会で使えるような話ではなく，UNSCEARの線
量推計値を入れることは，今の 4地域別での解
析よりは精度が高いのではないかと思う，という
ことだった。片野田部会員は，そのような解析に
反対はしないが，どういう結果が出ても調整しき
れないことが残っていることを整理した上でやる
べきだと思うと述べ，祖父江部会員も，今できる
こととして，線量を地域範囲で入れるのはいいが，
線量と甲状腺リスクの解析を集団単位ですること
には懸念があると述べ，両者共に慎重さを強調し
た。
鈴木部会長は，バイアスの話ばかりしても，現
実に出てきている甲状腺がんの頻度の解釈になか
なかつながらないので，何らかの形で一歩踏み出
すために，次回までにどう進めるかという議論の
叩き台の形を作りたい旨，表明した。

IARC国際専門家グループ『TM-NUC』の報告書につ

いて

IARC（国際がん研究機関）が立ち上げ，環境省が全
額出資している原子力事故後の甲状腺モニタリン
グに関する国際専門家グループ『TM-NUC』の
報告書（英語原文）が，9月末に IARCウェブサイ
ト＊11で公開された。（『TM-NUC』ウェブサイト＊12には，

英語の概要版 PDFへのリンク＊13も掲載されている。この事業

＊10―2017 年 10 月 23 日の第 28 回検討委員会の資料 6「東京
電力福島第一原子力発電事故における住民の線量評価に関する
包括研究の経過報告」http://www.pref.fukushima.lg.jp/upload 
ed/attachment/238778.pdf
＊11―http://publications.iarc.fr/571
＊12―http://tmnuc.iarc.fr/
＊13―http://tmnuc.iarc.fr/public/docs/TM-NUC_lay_summa 
ry_final2.pdf

＊9―http://www.unscear.org/docs/publications/2013/UN 
SCEAR_2013_Annex-A_Attach_C-16.pdf
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の業務を委託されている日本原子力安全協会が日本語への翻訳

に携わっており，報告書の日本語版は近々公開される予定であ

る。）

『TM-NUC』報告書の特徴は，「スクリーニン
グ」と「モニタリング」という概念を，前者は人
口・全住民レベル，後者は個人レベルを出発点と
して分けていることである。人口レベルでの甲状
腺スクリーニングを，被ばく線量にかかわらず積
極的に行うことは推奨されていない。現時点でリ
スクが高い小児および思春期の人たちでのスクリ
ーニングにおいて，罹患率・死亡率・QOLとい
う面で，利益が不利益を上回るのかということは
不明である。ゆえに，リスクが高いと考えられる
個人（甲状腺被ばく線量 100～500 mGy以上）に関しては，
ヘルスリテラシー向上のための啓蒙活動，受診者
の登録，検査と治療データの一元的収集を伴う長
期の甲状腺モニタリングプログラムを，選択的に
提供することを推奨している。医師と患者が甲状
腺検査に伴う利益・不利益について議論し，個人
の価値観や希望と一致する決断ができるように，
意思決定プロセスを共有することが不可欠とされ
ている。リスクが低い集団（甲状腺被ばく線量が
100 mGy未満）においても，利益・不利益を十分に
説明した上で希望者には提供すべきと書かれてい
る。
鈴木部会長は，この報告書は，同意書の書き換
えの議論の内容とオーバーラップしているので非
常に参考になるだろうと述べ，「もうひとつの
IARCの主張は，すでにこの福島のように検査体
制が整ってしまっているものに関して言うと，や
はり現実に関係者が非常に多くて，それを継続す
るというようなことに関してもいろんなステーク
ホルダーがいるわけで，そういうものとの丁寧な
議論をしながら，より良い方向性を議論していく
必要があるというようなことが少し示唆されてい
るように，私自身は受け取りました」と締めくく
った。
実際，『TM-NUC』は，福島県での甲状腺検査

についての推奨が目的ではないことを最初から明
確にしており，報告書内には，「この報告書が，

過去の核事故後に実施された甲状腺健康モニタリ
ング活動の評価ではなく，現在行われている甲状
腺健康モニタリング，特に福島県民健康調査に関
する推奨をまったく含んでいないということを強
調したい。」（筆者訳）と明言されている。
しかし，そもそも，報告書の作成の際に考慮さ
れた科学的エビデンスには，スリーマイル島原子
力発電所事故（1979年），チェルノブイリ原子力発
電所事故（1986年），福島第一原子力発電所事故
（2011年）の経験や知見も含まれているのだが，福
島事故の知見自体が県民健康調査の甲状腺検査に
もとづいているため，まったく無関係とは言えな
いのではないだろうか。また，IARCのように権
威をもつとみなされる国際機関による提言は，当
然，議論の中で参考にされるであろうと思われる。
（環境省が費用を全額支出したことにも留意すべきであろう。）

さらに，福島県の甲状腺検査については，今回
の評価部会からも明らかなように，2巡目のデー
タの解析がまだ行われている最中である。しかも，
集計外症例の存在および他施設手術症例の未把握
という，データの不完全さ・不透明さという問題
により，全貌が見えていない状況であるというこ
とが発覚する前に出されている論文にもとづいて
いるということは，報告書作成時に考慮された仮
定そのものにバイアスが入っていることになる。
たとえば，これは甲状腺検査に直接関係ないが，
バイアスの例として，報告書の 104ページ目に，
「チェルノブイリ事故後とは異なり，福島で甲状
腺線量の測定が広く行われなかったのは，地震と
津波の余波に対処する緊急対応チームへの負担が
非常に大きかったため」（筆者訳）と記述されている
が，このような事実は初耳である。引用文献が記
載されておらず，情報の出所も不明である。

甲状腺検査の利益・不利益についての議論

この議論の関連資料は，「資料 2 甲状腺検査対
象者への説明・同意に関する部会員意見の集約」
「資料 3-1 学校における甲状腺検査について」，
そして，「資料 3-2【髙野部会員・祖父江部会員
資料】県民健康調査における甲状腺超音波検査の
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実施体制および検査方法の問題点と改善案」の 3
つある。

「資料 2 甲状腺検査対象者への説明・同意に関する部

会員意見の集約」についての議論

この資料は，「利益・不利益に関する意見」と，
「検査のお知らせ，説明と同意について」の 2部
に大きく分かれており，これまでの部会員の意見
が集約されている。
議論では，髙野部会員から，がん検診の有効性
というスタンスで，超音波検査をした場合としな
かった場合の利益・不利益の具体例を挙げて数値
化すればどうかと提案された。甲状腺外科医の吉
田明部会員からは，「当人にとっては非常に大き
なメリットがあると思っているので，髙野部会員
のやり方では何をやっているのかよくわからなく
なる」，鈴木部会長からは，「一般にはがん検診の
有効性は，がん死亡率の低減度で議論をしていく
が，福島県の甲状腺検査は，死亡率を下げようと
いう立場で始まったプログラムではないので，髙
野部会員のスタンスでは議論がかみ合わない」と
批判的な意見が出た。小児科医の南谷幹史部会員
は，「甲状腺がんは予後が良いので，死亡率をエ
ンドポイントとするのはどうかと思う，125例の
手術例の 4割で甲状腺外浸潤しており，手術し
たメリットがなかったとは言えない」と述べた。
片野田部会員は，過剰診断の割合は実例からは
決して出てこないものなので，死亡率の減少効果
も同様と思われるため，受診者から悪性ないし悪
性疑いが見つかる割合など現状でわかっている範
囲での説明を十分すべきだと述べた。また，過剰
診断については，検診では過剰診断というものが
あって，生涯，臨床的に症状が発生しないような
がんが見つかることがあるという一般論の説明く
らいはできるだろうという意見だった。
祖父江部会員が，「受診者は死亡減少効果が望

めないことを理解していないかもしれないので，
それをきちんと記述して利益を具体的に列記すべ
きだ」と述べると，吉田部会員は，「甲状腺がん
では QOLをあげることが重要で，40％ほどあ

る浸潤例を超音波で早期発見して治療にもってい
くのは非常に大きい。検査を始めてまだ 7年し
か経っていないため，死亡率の話をするにはあま
りにも期間が短すぎる」と述べた。祖父江部会員
が次に，「個々の発見例の人が仮に放置されたら
どのような結末になっていたのかということを想
定して，どのような利益だったのかを記述しては
どうか」と提案すると，吉田部会員は，「放置し
た際には第一に気管の出血が起こり，その出血に
よる窒息死というのも起こり，周辺臓器の浸潤に
より頸動脈・頸静脈を浸潤して大出血を起こすと
いうのを具体的にわれわれは経験している。また
反回神経麻痺による嗄声で一生苦しんでいる人た
ちが相当いるが，そのような生々しい例をあえて
書くことはかえって恐怖心を植え付けることにな
る」と述べた。
髙野部会員は，「全体像を俯瞰し，現状，放射

線による影響は少ないと県も見解を示しているに
もかかわらず，通常の臨床経過では数例しか出な
いはずのところ，200名以上に甲状腺がんが診断
されているということになるが，なぜ福島で増え
ているのかということを県民に説明しないといけ
ない，やはり，どれだけの人にメリットがあり，
どれだけの人にデメリットだったのかを示すべき
だ」と述べた。鈴木部会長は，「多く見つかって
いるのはスクリーニングによって小さいがんを一
生懸命見つけているためだと説明がついており，
問題は，小さいがんを見つけることがメリットか
デメリットかという議論になるので，髙野部会員
の論点がずれている」と指摘した。また「小さい
がんのうちに見つけた方が手術侵襲は少なく，
QOLは良く，全摘をしないで済むのでホルモン
補充療法も少ないか必要ないことがメリットで，
臨床症状が起きてから外来受診した場合は，より
侵襲の大きな全摘になって放射線療法も必要とな
る場合もあり，生涯にわたる甲状腺ホルモン補充
療法が必要で，QOLも変わるということは記述
できるだろう」と述べた。
伊藤病院の病理診断科長の加藤良平部会員は，

「米国や韓国で過剰診断が問題になっているが，
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日本での診療・診断システムはかなり違うため，
日本でやってることは過剰診断という言葉ではま
とめられない上，手術の方法や範囲も日本では大
きく異なるため，注意して扱うべきだ」と述べた。
傍聴者に配慮した鈴木部会長の要求に応じ，吉
田部会員から，アクティブサーベイランスについ
ての簡単な説明がされた。髙野部会員は，「子ど
もの場合はがんと診断されることが非常にその子
にとって大きなデメリットになるため，アクティ
ブサーベイランスは大人と福島の子どもでは大き
く状況が異なり，子どもたちにがんという診断を
つけて小児がん患者にしてしまうアクティブサー
ベイランスは残酷だと思う」と述べた。
最後に祖父江部会員は，同意書の説明文書の中
における利益・不利益についての記述の検討案を
作成するワーキンググループの結成を提案した。

「資料 3-1 学校における甲状腺検査について」

この資料では，学校での甲状腺検査が，市町村
と市町村教育委員会の要請の下，始められた経緯
が説明されている。
鈴木部会長からは「この資料 3-1を準備して
もらったのは，この後，髙野先生・祖父江先生の
意見書の中で，一番最初に，学校での検査という
のはどうしても強制性があるから倫理的に大問題
であるという強いクレームがあったためです。き
っちり同意の取れた人だけが受けるという形にな
っており，現実に 100％の受診率を達成してい
るわけではなくて，きっちりと受診しないことを
選ぶ人もいる。それから，ここにあるように，学
校，あるいは父兄との同意のもと，現在の形にな
っていると理解しているので，この資料を準備し
ていただきました」という紹介があった。

「資料 3-2【髙野部会員・祖父江部会員資料】県民健康

調査における甲状腺超音波検査の実施体制および検

査方法の問題点と改善案」

この資料は，大阪大学の髙野部会員と祖父江部
会員の，1.検査実施体制上の問題点，2.検査方
法の問題点，を指摘した上で，改善案を提案した

意見書である。
1の検査実施体制上の問題点は，①授業の合間

に検査が実施されており，検査拒否の意志を示し
にくいため強制性をもつ，②学校で検査を実施し
ていることで，対象者に健康改善を目的とした他
の健康診断と同様な検査であると誤解される可能
性がある，の 2つである。改善案は，①放課後
あるいは休日に限定して検査を実施する，②説明
文の内容，特に健康改善を目的とした検査ではな
いことを学校関係者に周知し，学校において誤解
を広げる説明がなされることを防止する，である。
鈴木部会長は，①に関して，「資料 3-1で説明さ
れているように，決して強制性をもって始めてい
るわけではなく，事前に意思表示をしてもらった
上でやっているということになっているので，髙
野部会員の危惧しすぎというふうに思っている」
と述べた。②に関しては，「これは現在，説明と
同意書を書き換えている最中なので，決して一般
の健康改善を目的にしたものではないことをその
中で十分書き込めば解決する問題だと思う」と答
えた。
2の検査方法の問題点は，検査の対象者に対す

る有害性を提言するための検討をすべきである，
ということで，【根拠となるエビデンス】として，
3つの参考文献から抜粋されている。改善案とし
ては，（1）最初から超音波検査を実施するのでは
なく，触診をした上で超音波検査による精査の必
要性を判断する，（2）超音波検査の対象年齢を制
限する，（3）超音波検査の実施頻度を下げる，の
3つが挙げられた。以下が，この問題点に関する
髙野部会員の説明である。

「それから 2番目は検査方法の問題点。これは
さきほどのメリット・デメリットの話にもつなが
りますけれども，検査の対象者に対する有害性を
低減するための検討をすべきであるということで，
別紙の方で参考文献が書いてありますけども，
『JAMA』の US Preventive Services Task Force
の論文によれば，利益・不利益のバランスの上で
不利益の方が勝ってしまっているということで，
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これは問題であろうということが言えると思いま
す。また，がんの治療等に伴い，幼少期に頸部に
大量に被ばくした症例についてどのようにフォロ
ーするかということで，いくつかガイドラインが
出ておりまして，こちらも参考文献に載せていま
すけれども，今出ているガイドラインの方の参考
文献の裏面になれますけれども，③-5になりま
す。まず，後ろの方で 3つの団体から指針が出
ていますけれども，いずれも US〔注：超音波検査〕で
はなくて触診の方を推奨しているということで，
それから，アメリカ甲状腺学会の方からガイドラ
インが出ていますけれども，こちらの方も，まず
診察すべきだと。診察して異常があった場合，画
像検査を考慮すべきということをリコメンドして
います。ですから，このような国際的な背景もあ
るということから改善案を提案していますけれど
も，最初から超音波をするのではなくて，触診を
した上で超音波検査による精査の必要性を判断す
る。あと，過剰診断を減らすためには超音波検査
の件数を減らすしかありませんので，超音波検査
の対象年齢を制限する，超音波検査の実施頻度を
下げることを提案させていただきたいと思います。
以上です。」

これに対し鈴木部会長は，「髙野部会員の文献
の読み方に少しバイアスがかかっているのではと
非常に不安に思っている」と述べた。資料 3-2
の参考文献で挙げられた 3論文について，鈴木
部会長の指摘も交えて，以下に説明する。
まず子どもに関するガイドラインとしては，

『JAMA』＊14ではなくて『Thyroid』の方であるこ
とが鈴木部会長から指摘された。『JAMA』の論
文は，資料 3-2で参考文献 1とされているが，
前回の「資料 4-1【髙野部会員・祖父江部会員資
料】県民健康調査における甲状腺超音波検査の倫
理的問題点と改善案」でも参考文献として挙げら
れていたもので，米国予防医学専門委員会（USP 

STF）による成人における超音波検査を用いた甲状
腺がんスクリーニングについての勧告＊15である。
鈴木部会長が指摘しているように，この勧告の対
象は成人である。
一方，小児での勧告は，参考文献 2の，Amer-

ican Thyroid Association（ATA，米国甲状腺学会）の学
会誌『Thyroid』に 2015年に掲載された「小児
甲状腺結節・分化がんの治療ガイドライン」（以下，
ATA小児ガイドライン）である。髙野・祖父江両部会
員が引用している推奨 4（A）と 4（B）は，「B3：甲
状腺結節・分化がんのプロスペクティブ（前向き）
スクリーニングから利益を得る高リスクグループ
は存在するか？」という，被ばく歴などによりリ
スクが高くなっている小児でのスクリーニングに
関する項目の推奨である。以下は，これらの推奨
の日本語訳（筆者訳）であるが，資料 3-2で赤色で
強調されているのと同じ箇所を太字で示してある。

　推奨 4（A）：甲状腺腫瘍のリスクが高い小
児では，毎年，身体検査を行うことが推奨さ
れる。触診可能な結節，甲状腺の非対称性，
そして／あるいは，頸部リンパ節腫脹の異常
が見つかった場合は，さらなる画像診断を行
うべきである。（推奨度：B）

　推奨 4（B）：甲状腺への放射線被ばく歴が
ある小児においては，超音波により小さな甲
状腺結節が検出されるというデータがあるが，
しかし本パネルは，身体検査で異常が触診で
きるようになる前に超音波で潜在的疾患を検
出することが，長期のアウトカムに影響を及
ぼすかについて，確信がもてない。ゆえに，
高リスクの小児における超音波のルーチンス
クリーニングを行うことについては，さらな
るデータが出るまで，推奨も反対もできない。
（推奨度：I）

＊15―US Preventive Services Task Force. Screening for 
Thyroid Cancer US Preventive Services Task Force Recom-
mendation Statement. JAMA. 2017; 317（18）: 1882-1887. 
doi:10.1001/jama.2017.4011　https://jamanetwork.com/jour 
nals/jama/fullarticle/2625325

＊14―Journal of American Medical Association（JAMA）は，
米国医師会の学会誌である。
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「推奨度」というのは，入手可能なエビデンス
にもとづいたパネリストの推奨の強度を表してお
り，「推奨度 B」は，「推奨する」で，「（医療）サー
ビスや介入により，重要な健康アウトカムが改善
し得るという公正なエビデンスにもとづいて推奨
する。エビデンスは，健康アウトカムへの影響を
決めるのに十分ではあるが，個々の研究の数・
質・一貫性，日常的診療への一般化可能性，ある
いは，健康アウトカムに対するエビデンスの間接
的本質により，エビデンスの強度が制限されてい
る」と説明されている。「推奨度 I」は，「推奨も
反対もしない」で，「（医療）サービスや介入により
重要な健康アウトカムが改善されるかどうかのエ
ビデンスが不足している，エビデンスの質が悪い，
あるいは，エビデンスが矛盾しているという理由
によってエビデンスが不十分なため，パネルは，
（医療）サービスや介入の提供を推奨も反対もでき
ないと結論づける」と説明されている。
つまり，2015年の ATA小児ガイドラインでは，

高リスクの小児では毎年身体検査で触診を行うこ
とが推奨されており，甲状腺への被ばく歴をもつ
小児での超音波スクリーニングは，エビデンス不
足のために推奨も反対もされていない。
参考文献 3は，『Cancer Treatment Reviews』
に 2018年に掲載されたクレメントらによる論
文＊16（以下，クレメント論文）である。北米，オランダ，
英国の 3つの小児がんグループそれぞれによる，
小児・AYA（思春期と若年成人）世代のがんサバイバ
ーにおける甲状腺分化がんスクリーニングに対す
る 3つの推奨を，The International Late Effects 
of Childhood Cancer Guideline Harmonization 
Group（国際小児がん晩発影響ガイドライン調和化グループ）

が調和化し，コンセンサス推奨を作成している。
このコンセンサス推奨では，触診と超音波検査そ

れぞれの長所・短所が挙げられ，どちらか一方を
使うことを推奨しており，触診と超音波検査のど
ちらかを推奨・非推奨しているわけではない。
髙野部会員は，「3つの団体から推奨が出てい

るが，いずれも触診を推奨している」と説明して
いる。確かに，髙野部会員・祖父江部会員の資料
で引用されている表 1では，3グループとも触診
を推奨しているのだが，この表 1というのは，
そもそも，「北米，オランダ，英国の 3つの小児
がんグループの甲状腺がんサーベイランスに対す
る推奨の一致・不一致」をまとめたもので，エビ
デンスにもとづくガイドライン作成上の最初のス
テップに過ぎない。なぜ髙野部会員がこの表 1
を引用したのか不明であるが，3グループの推奨
を別の 1つのグループがコンセンサス推奨にも
っていったということは，この論文の推奨はひと
つであり，論文を正しく理解していれば，「3つ
の団体がいずれも触診を推奨している」という解
釈にはならないはずである＊17。
鈴木部会長の「その（推奨の）精神というのは今

回の IARCのリコメンデーションの中の，どち
らかと言うとアクティブサーベイランスも含めた
ような形での，スクリーニングじゃなくてモニタ
リングというような概念に入ってきていると思う。
決して，国際学会が，今，超音波じゃなくて触診
を子どもに対して積極的に勧めているわけではな
い。小さいがんで，手術しないでアクティブサー
ベイランスの対象になるかを判断するのは，触診
ではできない。ですから，その辺も少し，髙野先
生と国際的な流れと少しズレがあるような気がし
ている」という発言は，髙野・祖父江両部会員の
「最初から超音波をするのではなくて，触診をし
た上で超音波検査による精査の必要性を判断す
る」という改善案を退けるものであった。
しかし驚いたことに，資料 3-2の共同提出者

＊17―髙野部会員が大阪大学大学院医学系研究科甲状腺腫瘍研
究チームのウェブサイトの「ふぁっつ・にゅう」と称するセク
ションに 2018 年 6 月 30 日に掲載した記事からは，この時点か
らクレメント論文について独自の間違った解釈がなされている
ことがわかる。http://www.med.osaka-u.ac.jp/pub/labo/www/ 
CRT/WN23.html

＊16―Clement SC, et al. Balancing the benefits and harms of 
thyroid cancer surveillance in survivors of childhood, adoles-
cent and young adult cancer: Recommendations from the In-
ternational Late Effects of Childhood Cancer Guideline Har-
monization Group in collaboration with the PanCareSurFup 
Consortium. Cancer Treatment Rev. 2018; 63: 28-39. https://
doi.org/10.1016/j.ctrv.2017.11.005



e0015科学福島県の甲状腺検査結果の動き

である祖父江部会員が，このクレメント論文につ
いて，「少なくとも放射線治療を受けた子どもに
おいて，甲状腺がんのサーベイランスをする時に，
超音波ではなく触診を推奨するというガイドライ
ンが，3つの団体それぞれで一致して主張してい
る。ですから，超音波検査をすることと同様とい
うか，それ以上に，触診ということは結構，モニ
タリング，サーベイランスの手法としては採用さ
れてると言えるんじゃないかと思うんです。学校
検査で〔中略〕触診を選択肢のひとつに設けるとい
うのも本気で考えたらどうかと思ったりします」
と蒸し返してきたのである。これに対し，吉田部
会員と南谷部会員は，甲状腺が腫れていると紹介
される患者さんでも，実際にはほとんど甲状腺で
なかったりするほど，甲状腺専門医でないと甲状
腺の触診というのはほとんどわからないものであ
る一方，超音波は無害であるし，客観性を保つに
はいい方法だと思うと反論した。
さらに，鈴木部会長が，『JAMA』で成人の触

診が推奨されているのは，米国での標準的な甲状
腺全摘に放射性ヨウ素治療を組み込む術式を前提
としており，今，日本でやろうとしている，早期
発見でなるべく手術野が狭い治療を選択すること
により QOLを残すようにしようという時には，
触診法では相当問題があることを指摘した後に，
祖父江部会員が，「なぜこの『Cancer Treatment 
Reviews』で，Thyroid palpation〔甲状腺の触診〕とい
うのが推奨される方法だと書いてあるんです
か？」と質問してきたのには，鈴木部会長も苦笑
気味だった。鈴木部会長から祖父江部会員（と恐ら
く，部会員全員）に，この文献が送られているという
ことであったが，触診に固執するあまりか，論文
の中身を読めば明白なはずのこの論文の最終的な
推奨についての理解が不十分であることは驚愕で
ある。
加藤部会員は，髙野部会員や祖父江部会員の意
見の，一般的な甲状腺がんのスクリーニングを，
この福島の原発事故後の調査と同列に扱っている
ことに疑問を呈した。
検査方法についての議論に関し，鈴木部会長は，

「非常に大規模な調査の中で，早期診断のメリッ
トがどの程度あるのかというエビデンスは，まだ
まだ蓄積が足りないというのが現状で，そのへん
が〔クレメント論文で〕，超音波を使うことに対して積
極的反対もしないし賛成もしないという，中立的
なリコメンデーションになっていたというところ
だろうと思う。現実に今，この福島では，超音波
を使った検診を続けており，そこの中で間違いな
くいろんなエビデンスが今，集まってきている。
手術した症例も増えてきており，どのような予後
をたどっていくのかというのも，従来の小児の非
常に大雑把な病理分類よりも細かい病理分類をし
た上での解析も将来可能になってくるのではない
かと思う」と締めくくった。
髙野部会員は，資料 3-2は元々，倫理問題と
して出されており，特に学校検査に関して倫理委
員会で検討する必要があると発言したが，今の研
究計画書は，学校検査の体制も含んだ上で倫理委
員会にかかっているという答えだった。
記者会見では，この評価部会の最大のミッショ
ンとも言える 2巡目の評価はいつ頃出るのかと
いう質問が相次ぎ，鈴木部会長は，次回くらいに
は，決して良い線量評価とは言えないながらも，
唯一公的に認められている UNSCEARの線量で
できる限りの解析を始める意向を示した。ただ，
「本来の解析は，1巡目，2巡目と輪切りにする
ものではなく，連続したデータとしてどのくらい
出てきたかというのを縦に見ていくというものな
ので，次回は 2巡目のデータの解析という形に
なると思うが，その先は連続したデータとして扱
っていくというふうに変えていきたい」と述べた。
「環境省の鈴木班のデータは検討委員会で途中報
告もされているが，2巡目検査の解析に使われる
のか？」との問いには，「間に合わないので使い
ません」と断言した。これについて，鈴木班デー
タは，森口班の SPFデータを用いた再解析が始
まったところで＊18，それが終わらないと最終的

＊18―「原発事故により放出された大気中微粒子等の暴露評価
とリスク評価のための学際的研究」www.erca.go.jp/suishinhi/
seika/pdf/seika_1_h30/5-1501_2.pdf
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な結論は出せないし，その後，データが公表され，
査読論文になってから，他の評価と比べてどうか
という議論がされていくことになる，鈴木班が自
分たちの線量評価にもとづいてデータを解析する
ということはあり得るが，それを公的な県民健康
調査の中で，県の事業としてやるのは時期尚早だ
と思う，と説明した。基本調査の外部被ばく線量
データを 2巡目の解析で用いることに関しては，
福島医大からすでに 1巡目に関してそのような
論文が出ており，2巡目でも始まっていると聞い
ているが，甲状腺線量の中で外部被ばくが占める
割合は非常に小さいため，あまり意味がなく，被
ばくと甲状腺がんの関連を見ていく上では，外部
被ばく，内部被ばくを両方合わせた線量とがんと
の関係を見ていくのが王道であるとのことだった。
説明文と同意書の改善案については，二段構造に
して，わかりやすい説明にするとともに，その背
景にあるエビデンスや数字が入り込めるようにし
ていきたいとのことだった。髙野部会員は，評価
部会中に「放射線の影響は少ないというのが県の
見解だ」という発言をしたことに関し，「2巡目
の解析がミッションである評価部会での仕事を放
棄しているのではないか？」と問われ，「中間取
りまとめ（の文章）を出しただけで，自分の仕事を
放棄していると思わない」と答えたが，ここでも，
中間取りまとめの根本的な位置づけについての誤
認が自明となった。集計外症例を 2巡目の評価
に入れるかに関しては，入れていくべきだし，客
観性を保つためにがん登録事業のデータを入れて，
今の甲状腺検査で見つかっているものとの違いを
しっかり評価しながらやっていく必要があるとの
ことだった。

結びに

今回の検討委員会では，他施設手術症例数の誤
認および未把握という，福島医大の甲状腺検査の
不完全さ・不透明さをさらに裏付ける情報が出て
きた。診療情報は確かに守秘義務を伴うが，手術
症例データは，そもそも，検査実施年度・人数・

甲状腺がんのタイプという，極めて少ない情報し
か公開されていない。他施設の診療情報の信頼性
の確保や追跡の困難さなども理由に挙げているが，
一般的に医師らは，標準的な医療水準のもと，専
門分野の共通認識・言語で情報交換できるはずで
あり，適切な手続きにより追跡も可能になると思
われるので，データの全貌を把握しない理由が怠
慢さでないのなら，意図的なのではないかと思わ
れても仕方がない。
評価部会では，さらなる解析に必要な診療デー
タが圧倒的に少ないことが実感され，検討委員会
で春日委員から再三要望が出ている腫瘍径のより
詳細なデータの公開についての後押しがあった。
今後は，線量を入れ込んだ解析が課題となるが，
これも，個人線量についての情報の圧倒的な不足
のため，容易ではない。検査のメリット・デメリ
ットについての意見はほぼ出尽くしたようで，次
回の評価部会では，同意書の説明文の改善案のた
たき台が出そうである。学校検査の強制性と触診
推奨に関する髙野部会員・祖父江部会員チームの
主張は，今回の資料の内容とそれに関する議論か
ら，根拠に乏しいことがはっきりした。特に専門
家とは思えない論文解釈は，触診推奨に関する両
部会員の偏向さを浮き彫りにする結果となった。
2014年 3月 2日に開催された第 2回評価部会
での，鈴木眞一氏の，福島の甲状腺検査は，一般
的な甲状腺がん検診とは異なり，放射線の影響を
見るための「健診」であるという発言を，検討委
員・部会員の間で共通認識として周知すべきであ
ろう。
県民健康調査が誰のための調査であるかという
ことを忘れず，甲状腺がんの全貌把握に真摯に取
り組み，サービスと情報を当事者である県民に還
元していくことが望まれる。

注記：本稿での発言記載は録音からの文字起こしにもとづ
き，可読性を考えて表現を丸めている場合がある。


